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法令では安全衛生委員会の関わり

を規定している。また、制度についての説明は

丁寧に行うべきだ。 

過労死ガイドラインで８０時

間となっている。労働組合としてそれを

上回る限度時間は問題だという認識だ。 

      基準の一つに８０時間があることは承知し

ている。しかし、１ヶ月で１００時間、２～６ヶ月平

均で８０時間である。法令は法外超勤の時間が対象だ

が当社では総超勤で対応している。だからといって、

９０時間までやって良いという指導はしない。 

      ストレスチェックは２０１５年１２月から１年以内の実施が義務づけられた。当社とし

ては１０月下旬までに全社で実施していく予定だ。出向者も対象としていく。全体で約６万 5千人

に実施する。系統によりＷＥＢやマークシートを活用して実施していく。 

      安全衛生委員会での周知はしてい

く。規定の制定も含めて最終的な部分を詰めてい

るところだ。制度の説明は丁寧におこなう。 

要員問題は採用問題である。採用と退職も含めた議論をするためにも４月締結にはこ

だわっていきたい。組合として１年締結を求めてきている。２項、３項も継続議論となっており、

３６協定締結期間内で議論をしていきたい。 

       これまで実績に基づく議論をするために８月締結としてきた。 

要員問題であるという認識は受け止める。 

６ヶ月締結の議論経過も含めデータを示していきたい。 

35時間の延長で、限度を80

時間にすれば、それ以内に収まるように

なる。非現業の超勤削減のために判断す

べきだ。 

      当社の業務性質上、事故対応やその人しか

できない業務があるため限度時間を減らすことはでき

ない。 

ストレスチェックをノルマ的に行

ったり、職場や人事評価の基準にしないこと。 

      制度の趣旨・目的からして評価に使

用したり、提出の強要はしない。 


